和解合意書

甲乙丙丁（甲乙と丙丁が夫婦である）は、本日、乙と丙が不貞行為を行った事案に関して、次の通り円満に和解合意した。

第１条（事件の特定、以下本件不貞行為という）

（１）当事者　乙＝○○及び、丙＝□□

（２）交際開始時期　平成○年○月○日ころ

（３）交際終了時期　平成○年○月○日

（４）交際場所

第２条（相互の謝罪及び損害賠償の合意）

　　乙及び丙は、自らの軽率な行動により、丁を深く傷つけ、多大な精神的損害を生じたことを深く反省し、丁に対して謝罪する。丁は、乙及び丙の心情を汲み取り全て許す。

　　乙及び丙は、自らの軽率な行動により、甲を深く傷つけ、多大な精神的損害を生じたことを深く反省し、甲に対して謝罪する。甲は、乙及び丁の心情を汲み取り全て許す。

　　乙及び丙は、丁に生じた損害（慰謝料）として、金○○円の賠償義務を、丁に対して負担している事を認める。

　　乙及び丙は、甲に生じた損害（慰謝料）として、金○○円の賠償義務を、甲に対して負担している事を認める。

第３条（面会の禁止及び賠償金の停止条件）

　　乙は、二度と丙と面会しないし、メール・電話・手紙など手段の如何を問わず連絡をせず、不貞行為もしないことを約束した。

　　丙は、二度と乙と面会しないし、メール・電話・手紙など手段の如何を問わず連絡をせず、不貞行為もしないことを約束した。

　　前条の甲及び丁の損害賠償債権は、本条の約束が守られる事を停止条件として、支払を留保することに、甲及び丁は同意した。当事者全員は、各家庭の平穏を第一目標と考え、本合意を締結するが、乙丙が本条の約束に一つでも違反した場合は、甲及び丁は、直ちに前条の損害賠償請求権を行使することができる。

第４条（秘密の保持）

　　本合意内容及び本件不貞行為は、今後一切、当事者以外の第三者に一切開示しない。

第５条（清算条項）

　　甲乙丙丁間には、本合意書に定めるほか何らの債権債務が存在しないことを相互に

確認した。

第６条（専属的合意管轄裁判所）

　　甲乙は、本件不貞行為及び本合意書に関して万一紛争が生じた場合の第一審の管轄裁判所を東京地方裁判所と定めた。

以上の通り合意が成立したので、本合意書２通を作成し、甲乙丙丁各１通を所持するこ

ととした。

平成○年○月○日

甲：住所

　　氏名

乙：住所

　　氏名

丙：住所

　　氏名

乙：住所

　　氏名

※解説

いわゆる「ダブル不倫」事案の精算を目的とした合意書の書式です。夫婦（夫Ａ妻Ａ、夫Ｂ妻Ｂと記します）が２組あり、それぞれ、相手方に対して、不法行為に基づく慰謝料請求権（民法７０９条）を有しますが、これは夫Ａから夫Ｂに対する請求権と、妻Ｂから妻Ａに対する請求権ですので「相殺」することはできません。相殺するためには、債権者と債務者が、互いに債権債務を有し双方の債権が対向している必要があるからです（民法５０５条）。

そこで、実務上よく用いられるのが、相殺は出来ないけれども、相互に不貞行為を繰り返さない事を約束して、請求権を放棄したり、停止条件付きとして留保したりする方法です。各家庭が、夫婦仲を修復させるのであれば、事実上、家計は同一であり、相互に慰謝料請求権を行使しても、家庭内で賠償金が循環するだけで、意味がないと考えられるからです。

上記の「二度と面会しない」「連絡しない」という条件は、二つの家庭が隣近所である場合や当事者が職場の同僚である場合等には不可能な条件を定めたものとして「不能条件」となる恐れがありますし「不貞行為をしない」という条件は「不法条件」となる恐れがあります。

「不能条件」は民法１３３条で、「不能の条件を付した法律行為は、無効とする」と定められており、合意が無効となる恐れがありますが、当事者の合理的意思解釈として、たまたますれ違っただけで条件を満たしてしまうと考えていない、仕事上必要な連絡まで排除していない、あくまで、不貞行為のための連絡をしない趣旨である、と考えることができます。もしも、当事者が近所の関係にあり職場が同じか近いということで、偶然面会してしまう恐れがあるときは、注意書きとして、「但し、偶然に遭遇した場合を除く」「職務上の連絡をする場合は除く」などの文言を追加しても良いかもしれません。

「不法条件」は民法１３２条で、「不法な条件を付した法律行為は、無効とする。不法な行為をしない事を条件とするものも、同様とする。」と定められており、合意が無効となる恐れがあります。これは、法律により不法行為を助長することはできないし（人を殺したら金銭を与える等。人を殺さなかったら金銭を与えるも同じです）、不法行為を前提とした契約は当然行ってはいけない行為ですから法的な保護を与えることは出来ない、という考え方によるものです。しかし、本合意書のような条件は、悪意による不法行為を前提としたものではありませんし、当事者の意思は各家庭を平穏に戻すという健全かつ明確なものですから、法的保護も可能であると考えることが出来ます。判例（浦和地裁昭和２６年１０月２６日判決）も、同様の事案で「二度と不貞行為をしない」という条件を「法律行為に不法の性質を与えるものではない」ので有効であると認めています。

本合意書を定めた後、約束違反があった場合に、合意書に定めた慰謝料請求権は、何年後まで行使しうると考えることが出来るでしょうか。和解による債権の消滅時効期間は基本的に１０年になります。ちなみに、不貞行為による慰謝料請求権は、不貞行為の時から２０年以内、かつ、損害及び相手方を知ってから３年以内であれば、行使しうると解釈されています（民法７２４条）。他方、停止条件付き債権の消滅時効の起算点は「条件成就時＝条件を満たした時」と解釈されていますので（民法１６６条、１２７条）、従って不貞行為をした時から１０年ということになります。但し、新たな不貞行為そのものによる慰謝料請求権は、新たな不貞行為があった時が時効の起算点となりますので、最初の不貞行為から２０年以上経過していても、請求することができます。

契約書の内容や合意方法や請求方法など、不明な点があれば、お近くの法律事務所に御相談下さい。

